
（平成27年6月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）
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５．今後の方向性（担当室による内部評価）

（中事業名）※予算書事業名

児童福祉総務費

人
工
数

②概算人件費 1,012千円

0.11人 0.11人 0.11人

0.11人 0.11人臨時職員等

職員

補助金交付事業 補助金交付事業 補助金交付事業

6,000千円

4,500 4,500

7,012千円

0.10人

(0千円) 1,595千円 1,012千円

0.11人

7,012千円(0千円) 4,838千円 8,942千円 7,012千円①+②総事業費

0.11人

1,012千円 1,012千円

内
訳

(

千
円

)

国･県支出金

その他（　　　）

地方債

一般財源 (0)

0.19人 0.11人

1,50099 1,983 1,500 1,500

担当室名 室長名

3,243千円 7,930千円

4,500

6,000千円 6,000千円

主な事業の
実績・計画

母子家庭高等職業訓練促進
給付金
141,000円×6ヶ月×1人
 70,500円×12ヶ月×2人
 70,500円×10ヶ月×1人

自立支援教育訓練給付金
事業100,000円×20％×5人

母子家庭高等職業訓練促進
給付金
100,000円×12ヶ月×3人
 70,500円×12ヶ月×5人

H.27年度(作成時予算額)H.26年度（決算見込）

3,144 5,947

①直接事業費

（小事業名）

児童福祉総務費 母子家庭等対策費補助金

H.30年度(計画予算)H.29年度(計画予算)H.28年度(計画予算)

(H.27)No.

母子家庭等対策費補助金

総
合
計
画

政 策 互いに認めあい支えあう、健康で安心できる暮らし

基本政策 自立を支える地域福祉の充実

施 策

3029

子ども部 子ども家庭室 田中　康生

事務事業名

担当部局名

3029 (H.26)No.

事業コード 190512会計区分

一般会計

民生費

児童福祉費

子育て・子ども支援

小 施 策

事業目的（めざす効果）

  母子家庭の自立を図るため、資格や技能を修得しや
すいよう支援し、就業につなげ、母子家庭の生活の安
定を図ります。

事業内容

H.30年度(事業計画)

１．自立支援教育訓練給付金事業：母子家庭の母が就
職に有利な資格、技能を取得する主体的な能力開発
の取り組みを支援し、就業につなげる。
２．母子家庭高等職業訓練促進給付金：看護師、保育
士、介護福祉士など就職に有利な資格の取得を促進
するため、一定期間の訓練促進給付金及び高等職業
訓練修了支援給付金を支給する。

H.28年度(事業計画) H.29年度(事業計画)

地域における子育て支援の充実

３．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

重点施策コード

H.26年度（事業量・取組実績） H.27年度（事業量・取組計画）

６．事務事業の取組に関係する主な市の計画具体的な見直し内容・検討内容、継続の理由

該当しない

ばりっ子すくすく計画法により定められた事業であるため、継続して事業を実施。

地域づくり組織、市民活動団体等との連携･協働は図れないか

４．担当室による事務事業の点検 （*点検等による成果向上や見直しが困難な事業(法令等による義務的経費、災害復旧等緊急事業など)は点検対象外）

 【選択肢】
　 継続（改善）、継続（現行）、継続（拡大）、継続（縮小）、統合検討、休止検討、廃止検討、事業完了（予定含む）

継続（現行）

市ホームページや児童扶養手当の認定や現況届の際に事業の周知
を図ったが、新たな申請者はいなかった。更に事業の周知を行う必要
がある。

点検項目 内容（施策達成への貢献内容、連携･協働の実践･検討内容）

一人親家庭へ、就職に有利な資格取得のための経済的支援を実施
することにより、子育て環境の整備・向上に努めた。

事業内容や取組成果は、総合計画の施策達成に貢献しているか

Ｂ（いずれかの施策指標達成に貢献又は基本方針達成に貢献）

平成25年4月から国の法改正により、一人親家庭の父にも受給対象
が拡大され、平成25年度中に対象資格が歯科衛生士と診療放射線
技師の2つが追加されたので、児童扶養手当受給者に周知を図る。

考察（H.26年度の取組評価、課題） 今後の対応方針（課題解決への取組、工夫・改善の内容）


